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大企業・中小企業の優良開示事例
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1. 自社と同様の業種や開示情報掲載予定先の事例を参照する
2. 開示事例上の表現方法や掲載内容を参考に、自社の開示準備を進める

大企業・中小企業の優良開示事例 ‒ 使い方
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使い方

掲載開示事例の一覧
# 国 業種 区分 企業 掲載先 掲載頁

1 日本 一次生産・加工 大企業 不二製油グループ本社株式会社 有価証券報告書 P103

2 日本 食品製造 大企業 アサヒグループホールディングス
株式会社 有価証券報告書 P104

3 日本 食品製造 大企業 日清食品グループホールディング
ス株式会社 統合報告書 P105-106

4 日本 食品流通 大企業 東洋冷蔵株式会社 環境経営レポート2020 P107-108

5 日本 小売 大企業 株式会社ファミリーマート 統合報告書 P109-110

6 スイス 食品製造 大企業 Nestlé Ltd. アニュアル
レポート P111

7 イギリス 製紙・
包装材製造 大企業 Mondi Group アニュアル

レポート P112

8 日本 食品製造 中小企業 プライムデリカ
株式会社

2019年度版 エコアクション21
環境経営レポート P113-114

9 日本 食品製造・小売 中小企業 株式会社ハジメフーズ 第13期環境経営レポート P115
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開示事例①不二製油グループ本社株式会社（日本、一次生産・加工）

重要なリスク項目についてシナリオごとに詳述のうえ、施策内容を開示しています

大企業 中小企業

出所：不二製油グループ本社株式会社「有価証券報告書」

 2℃シナリオ、4℃シナリオそれぞれにおける
リスクの内容を詳述
例：１環境規制対応のコストの増加（2℃シナリオ）
・環境関連の規制強化により、一部の国において炭素税が
課され、コストが増加する可能性がある
・生産工程及び物流において、化石燃料から再生可能エネル
ギーへの置換や温室効果ガス排出削減が見込まれ、既存資産の
減損や追加設備投資によりコストが増加する可能性がある

※個別リスクより一部抜粋

 重要な4つのリスクに対して、施策を開示
例：１環境規制対応コストの増加
環境ビジョン2030のグループ各社での実践。技術開発部に環境
や省エネの専門チームを設け、環境負荷を低減する生産設備の
検討や構築
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開示事例②アサヒグループホールディングス株式会社（日本、食品製造）

事業インパクトの定量評価結果をグラフとともに提示し、
リスク項目ごとに既存の取組と対応策の方向性を開示しています

大企業 中小企業

 特に大きな影響を及ぼす2項目（「農産物原料の
収量減少による原料価格の高騰」と炭素税の導入
によるコスト拡大」）に関して、定量評価結果を
実施して結果をグラフで提示

 以下のように、リスク・機会項目ごとに既存の
取組と対応策の方向性を提示
 リスク：原材料価格高騰
 既存の取組：複数購買によるリスク分散化
 対応策の方向性：気候体制品種の開発、栽培方法
の開発と導入

出所：アサヒグループホールディングス株式会社「有価証券報告書」
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開示事例③日清食品グループホールディングス株式会社（日本、食品製造） - 1/2

世界がネットゼロへ加速化するシナリオとして、 1.5℃を含めた分析を実施しています

大企業 中小企業

出所：日清食品グループホールディングス株式会社 HP「気候変動リスクと水リスクへの対応」

 2050年までのCO2総排出量の推移予測とIEA WEO 
2019の「Sustainable Developmentシナリオ」に
よる炭素価格の将来予測を活用し、炭素税や排出量
取引制度が当社グループに及ぼす影響額を試算

 SBT目標達成に取り組むことで、2030年では年間
約11億円、2040年では年間約32億円を削減できる
可能性がある

 原材料調達のリスクでは、小麦、大豆、エビ、イカ、
パーム油について国・地域別の収穫量の増減や事業
へのインパクトを試算

 製造拠点や取引先製造工場における物理的リスクに
対して、水リスクをAQUEDUCTを用いて把握し、
リスクが高いと判断された工場には、ヒアリングや
現地視察といった補足調査を実施する体制を整備
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開示事例③日清食品グループホールディングス株式会社（日本、食品製造） - 2/2

財務インパクトでは、原材料調達や物理的リスクに関する詳細なシミュレーション
結果を記載しています

大企業 中小企業

出所：日清食品グループホールディングス株式会社 HP「気候変動リスクと水リスクへの対応」

 IPCCレポート、IEAレポートに基づき、1.5℃を含めた2030年以降のシナリオを3種類策定し、
それぞれのリスクおよび機会について考察・分析
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開示事例④東洋冷蔵株式会社（日本、食品流通） - 1/2

環境マネジメント体制、課題・チャンス、環境負荷実績・削減目標等を開示し、
事業に関わるマテリアリティについては、背景や取組状況等を詳述しています

出所：東洋冷蔵株式会社「環境経営レポート2020」

主な環境負荷の実績については、2016-2019年
の実績及び中長期目標値（2021年）を掲載

 環境マネジメント体制やPDCAプロセスについて記載

 事業に関わる課題とチャンスの一覧を掲載

大企業 中小企業
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開示事例④東洋冷蔵株式会社（日本、食品流通） - 2/2

環境マネジメント体制、課題・チャンス、環境負荷実績・削減目標等を開示し、
事業に関わるマテリアリティについては、背景や取組状況等を詳述しています

出所：東洋冷蔵株式会社「環境経営レポート2020」

 事業に関わる重大なマテリアリティをSDGｓに
紐づけて掲載

 マテリアリティ5項目について、その背景や自
社の認識、取組状況等を詳述

大企業 中小企業
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開示事例⑤株式会社ファミリーマート（日本、小売） - 1/2

2019年に初めてシナリオ分析を実施し、2020年にはプロジェクトチームを発足するなど、
ガバナンスにおける発展が見られます

大企業 中小企業

出所：株式会社ファミリーマート「サステナビリティ報告書 2020」

 2020年度は、経営企画部、CFO・IＲ室、サステ
ナビリティ推進部を中心にプロジェクトチームを
発足し、気候関連リスク・機会の特定から評価、
分析を実施

 サステナビリティ委員会は、自然災害や法規制
の動向のモニタリングや対応計画の検討、気候
関連の目標設定と実施計画の策定、進捗管理、
評価を行うほか、シナリオ分析の結果について
審議を行い、取締役会へ報告
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開示事例⑤株式会社ファミリーマート（日本、小売） - 2/2

現気候変動対策の妥当性の検証と将来の事業戦略の策定への活用のために、シナリオ分
析を実施。リスク・機会については、バリューチェーン上の該当箇所を明示しています

大企業 中小企業

出所：株式会社ファミリーマート「サステナビリティ報告書 2020」

 【4℃】急性的な物理リスクの影響により、原材
料調達から店舗までバリューチェーンの全ての段
階において損害を被るリスクが大きい

 【2℃】気候関連政策の強化が予想され、炭素
税の導入や、フロンやプラスチック規制の強化
に対応していくための投資コストが発生
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開示事例⑥ Nestlé Ltd.（スイス、食品製造）

1.5℃を含む複数シナリオをIPCCやIEAのデータを基に設定し、内部のフットプリントを
加味。1.5℃シナリオでは、2025年時点の炭素価格を80ドル/tと想定しています

大企業 中小企業

出所： Nestlé Ltd.「2020 Sustainability Report」

 1.5℃を含む3シナリオを設定。各シナリオにおけ
る、炭素価格の想定を記載
• 4.0～5.0℃シナリオ：2025時点の炭素価格は2ド
ル/t

• 2.5℃シナリオ：2025時点の炭素価格は40ドル/t
•1.5℃シナリオ：2025時点の炭素価格は80ドル/t

 ネスレの物理的および商業的フットプリントを組
み込み、モデル化
•原材料の量と調達場所、施設の場所、生産量、お
よび完成品
•市場別の売上高と利益を含む商業データ

 シナリオの設定は、IPCCおよびIEAの入手可能な
データを利用
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開示事例⑦Mondi Group（イギリス・製紙、包装材製造）

気候変動の物理的・移行リスクに伴う財務的影響をリスクと機会ごとに詳述し、
グループにおけるインパクト総額を試算しています

大企業 中小企業

出所： Mondi Group「Sustainable Development Report 2020」

リスクの詳細・事業インパクト気候関連リスクの提示

リスクに係る項目の影響額を試算
•炭素税や同様の税金が事業に与える潜在的な影響
は年間約1,000万ユーロ

•工場の水不足による生産の低下がもたらす潜在的
な影響は、年間最大1,000万ユーロと推定

•南アフリカのプランテーションにおける収穫量の
低下による財務上の影響は、年間1,500万ユーロ
に上る

•木材の価格が上昇し、長期的には年間2,000万～
7,000万ユーロの潜在的リスクが発生する可能性

•リスクの高い地域にある当社の工場で洪水が発生
した場合、そのコストは最大1,000万ユーロ

•水の使用許可の上限を超えないようにするための
対策には、年間500万ユーロの影響

•一部のプラスチック事業を失うことによる潜在的
な営業利益への影響は、年間約500万ユーロ

全リスクに伴う財務的影響は年間で最大
12,500万ユーロと試算



農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課

開示事例⑧プライムデリカ株式会社（日本、食品製造） - 1/2

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、
SDGsに紐づけた取組内容一覧や現在の環境活動についても掲載しています

出所：プライムデリカ株式会社「 2019年度版エコアクション21環境経営レポート」

 環境経営体制や各役職の役割・責任・権限を記載  全社の環境経営目標を5分野について記載し、主
要項目については個別に詳述
 （廃棄物の削減、リサイクル、エネルギーの削減、
水の削減、環境・地域系活動）

大企業 中小企業
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開示事例⑧プライムデリカ株式会社（日本、食品製造） - 2/2

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、
SDGsに紐づけた取組内容一覧や現在の環境活動についても掲載しています

出所：プライムデリカ株式会社「 2019年度版エコアクション21環境経営レポート」

 主な取組内容をSDGｓに紐づけて掲載
（例）「二酸化炭素の排出量削減」：電力の削減、
不良率の低減、低公害は・低燃費車の継続活用等

 既に実施している環境改善活動を紹介

大企業 中小企業
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開示事例⑨株式会社ハジメフーズ（日本、食品製造・小売）

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、個別の環境経営計画については、
その達成状況や次年度の取組内容を詳述しています

出所：株式会社ハジメフーズ「第13期環境経営レポート」

環境経営組織図を記載
※その下に役割・責任・権限表あり

「電力による二酸化炭素削減」等の個別の環境
計画に対して、達成状況・取組結果とその評
価・次年度の取組を詳述

大企業 中小企業
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食料・農林水産業の
気候関連リスク・機会に関する情報開示（実践編）

- 我が国の食品事業者向け気候関連情報開示に関する手引書 -
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